
決　　算　　書

令和6年度

自　令和6年 4月 1日

至　令和7年 3月31日

社会福祉法人　マリアの園福祉会



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



備考勘　定　科　目 予　算（A） 決　算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

保育事業収入 132,815,000 134,152,456 △1,337,456

受取利息配当金収入 11,000 11,767 △767

その他の収入 1,940,000 2,138,134 △198,134

事業活動収入計(1) 134,766,000 136,302,357 △1,536,357

支
出

人件費支出 108,214,000 109,202,767 △988,767

事業費支出 5,890,000 5,704,872 185,128

事務費支出 19,162,000 19,752,446 △590,446

その他の支出 1,500,000 1,468,309 31,691

事業活動支出計(2) 134,766,000 136,128,394 △1,362,394

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 0 173,963 △173,963

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入 施設整備等収入計(4) 0 0 0

支
出

固定資産取得支出 847,600 △847,600

施設整備等支出計(5) 0 847,600 △847,600

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 0 △847,600 847,600
そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入 その他の活動収入計(7) 0 0 0

支
出 その他の活動支出計(8) 0 0 0

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 0 0 0

予備費支出(10)

△673,6370 673,637当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

19,925,54919,073,028 △852,521前期末支払資金残高(12)

19,251,91219,073,028 △178,884当期末支払資金残高(11)+(12)

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。

法人単位資金収支計算書
(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第一号第一様式
（第十七条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人　マリアの園福祉会



社会福祉事業区分 資金収支内訳表
(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第一号第三様式
（第十七条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人　マリアの園福祉会

事業区分合計内部取引消去合計本部船越保育所勘　定　科　目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

保育事業収入 134,152,456 134,152,456 134,152,456

受取利息配当金収入 11,555 212 11,767 11,767

その他の収入 2,138,134 2,138,134 2,138,134

事業活動収入計(1) 136,302,145 212 136,302,357 0 136,302,357

支
出

人件費支出 109,091,387 111,380 109,202,767 109,202,767

事業費支出 5,611,672 93,200 5,704,872 5,704,872

事務費支出 19,698,591 53,855 19,752,446 19,752,446

その他の支出 1,468,309 1,468,309 1,468,309

事業活動支出計(2) 135,869,959 258,435 136,128,394 0 136,128,394

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 432,186 △258,223 173,963 0 173,963

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入 施設整備等収入計(4) 0 0 0 0 0

支
出

固定資産取得支出 847,600 847,600 847,600

施設整備等支出計(5) 847,600 0 847,600 0 847,600

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) △847,600 0 △847,600 0 △847,600

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

拠点区分間繰入金収入 257,580 257,580 △257,580

その他の活動収入計(7) 0 257,580 257,580 △257,580 0

支
出

拠点区分間繰入金支出 257,580 257,580 △257,580

その他の活動支出計(8) 257,580 0 257,580 △257,580 0

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) △257,580 257,580 0 0 0

△643△672,994 △673,637当期資金収支差額合計(10)=(3)+(6)+(9) 0 △673,637

37,03519,888,514 19,925,549前期末支払資金残高(11) 0 19,925,549

36,39219,215,520 19,251,912当期末支払資金残高(10)+(11) 0 19,251,912

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。



備考勘　定　科　目 予　算（A） 決　算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

受取利息配当金収入 1,000 212 788

受取利息配当金収入 1,000 212 788

事業活動収入計(1) 1,000 212 788

支
出

人件費支出 270,000 111,380 158,620

役員報酬支出 270,000 111,380 158,620

事業費支出 100,000 93,200 6,800

保険料支出 100,000 93,200 6,800

事務費支出 31,000 53,855 △22,855

会議費支出 31,000 35,925 △4,925

雑支出 17,930 △17,930

事業活動支出計(2) 401,000 258,435 142,565

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) △400,000 △258,223 △141,777

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入 施設整備等収入計(4) 0 0 0

支
出 施設整備等支出計(5) 0 0 0

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 0 0 0

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

拠点区分間繰入金収入 400,000 257,580 142,420

拠点区分間繰入金収入 400,000 257,580 142,420

その他の活動収入計(7) 400,000 257,580 142,420

支
出 その他の活動支出計(8) 0 0 0

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 400,000 257,580 142,420

予備費支出(10)

△6430 643当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

37,03536,835 △200前期末支払資金残高(12)

36,39236,835 443当期末支払資金残高(11)+(12)

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

本部拠点区分 資金収支計算書
(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第一号第四様式
（第十七条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人　マリアの園福祉会



勘　定　科　目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

保育事業収益 134,152,456 128,600,410 5,552,046

その他の収益 300 △300

サービス活動収益計(1) 134,152,456 128,600,710 5,551,746

費
用

人件費 108,924,210 99,371,470 9,552,740

事業費 5,704,872 8,690,522 △2,985,650

事務費 19,752,446 8,522,783 11,229,663

減価償却費 1,354,984 1,327,562 27,422

サービス活動費用計(2) 135,736,512 117,912,337 17,824,175

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) △1,584,056 10,688,373 △12,272,429

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益 11,767 2,549 9,218

その他のサービス活動外収益 2,306,134 2,122,378 183,756

サービス活動外収益計(4) 2,317,901 2,124,927 192,974

費
用

その他のサービス活動外費用 1,473,909 1,274,154 199,755

サービス活動外費用計(5) 1,473,909 1,274,154 199,755

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 843,992 850,773 △6,781

11,539,146△740,064 △12,279,210経常増減差額(7)=(3)+(6)

特
別
増
減
の
部

収
益 特別収益計(8) 0 0 0

費
用

固定資産売却損・処分損 1 △1

特別費用計(9) 0 1 △1

特別増減差額(10)=(8)-(9) 0 △1 1

11,539,145△740,064 △12,279,209当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額(12) 25,133,384 26,594,239 △1,460,855

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)＋(12) 24,393,320 38,133,384 △13,740,064

基本金取崩額（１４） 0 0 0

その他の積立金取崩額（１５） 0 0 0

その他の積立金積立額（１６） 0 13,000,000 △13,000,000

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 24,393,320 25,133,384 △740,064

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできない
ものとする。

法人単位事業活動計算書
(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第二号第一様式
（第二十三条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人　マリアの園福祉会



社会福祉事業区分 事業活動内訳表
(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第二号第三様式
（第二十三条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人　マリアの園福祉会

事業区分合計内部取引消去合計本部船越保育所勘　定　科　目

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

134,152,456 134,152,456保育事業収益 134,152,456

134,152,4560サービス活動収益計(1) 134,152,456 0 134,152,456

費
用

108,812,830 108,924,210人件費 111,380 108,924,210

5,611,672 5,704,872事業費 93,200 5,704,872

19,698,591 19,752,446事務費 53,855 19,752,446

1,354,984 1,354,984減価償却費 1,354,984

135,736,5120サービス活動費用計(2) 135,478,077 258,435 135,736,512

△1,584,0560サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) △1,325,621 △258,435 △1,584,056

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

11,555 11,767受取利息配当金収益 212 11,767

2,306,134 2,306,134その他のサービス活動外収益 2,306,134

2,317,9010サービス活動外収益計(4) 2,317,689 212 2,317,901

費
用

1,473,909 1,473,909その他のサービス活動外費用 1,473,909

1,473,9090サービス活動外費用計(5) 1,473,909 0 1,473,909

843,9920サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 843,780 212 843,992

△258,223△481,841 △740,064経常増減差額(7)=(3)+(6) 0 △740,064

特
別
増
減
の
部

収
益

△257,580拠点区分間繰入金収益 257,580 257,580

0△257,580特別収益計(8) 0 257,580 257,580

費
用

257,580 △257,580拠点区分間繰入金費用 257,580

0△257,580特別費用計(9) 257,580 0 257,580

00特別増減差額(10)=(8)-(9) △257,580 257,580 0

△643△739,421 △740,064当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 0 △740,064

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

25,133,384前期繰越活動増減差額(12) 25,096,349 37,035 25,133,384 0

24,393,320当期末繰越活動増減差額(13)=(11)＋(12) 24,356,928 36,392 24,393,320 0

0基本金取崩額（１４） 0 0 0 0

0その他の積立金取崩額（１５） 0 0 0 0

0その他の積立金積立額（１６） 0 0 0 0

24,393,320次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 24,356,928 36,392 24,393,320 0

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。



勘　定　科　目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

特
別
増
減
の
部

収
益 特別収益計(8) 0 0 0

費
用

固定資産売却損・処分損 1 △1

器具及び備品売却損・処分損 1 △1

拠点区分間繰入金費用 257,580 311,421 △53,841

拠点区分間繰入金費用 257,580 311,421 △53,841

特別費用計(9) 257,580 311,422 △53,842

特別増減差額(10)=(8)-(9) △257,580 △311,422 53,842

11,526,697△739,421 △12,266,118当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額(12) 25,096,349 26,569,652 △1,473,303

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)＋(12) 24,356,928 38,096,349 △13,739,421

基本金取崩額（１４） 0 0 0

その他の積立金取崩額（１５） 0 0 0

その他の積立金積立額（１６） 0 13,000,000 △13,000,000

施設整備等積立金積立額 13,000,000 △13,000,000

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 24,356,928 25,096,349 △739,421

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

船越保育所拠点区分 事業活動計算書
(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第二号第四様式
（第二十三条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人　マリアの園福祉会



勘　定　科　目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益 サービス活動収益計(1) 0 0 0

費
用

人件費 111,380 144,794 △33,414

役員報酬 111,380 144,794 △33,414

事業費 93,200 93,200

保険料 93,200 93,200

事務費 53,855 61,179 △7,324

会議費 35,925 27,752 8,173

雑費 17,930 33,427 △15,497

サービス活動費用計(2) 258,435 299,173 △40,738

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) △258,435 △299,173 40,738

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益 212 200 12

受取利息配当金収益 212 200 12

サービス活動外収益計(4) 212 200 12

費
用 サービス活動外費用計(5) 0 0 0

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 212 200 12

△298,973△258,223 40,750経常増減差額(7)=(3)+(6)

特
別
増
減
の
部

収
益

拠点区分間繰入金収益 257,580 311,421 △53,841

拠点区分間繰入金収益 257,580 311,421 △53,841

特別収益計(8) 257,580 311,421 △53,841

費
用 特別費用計(9) 0 0 0

特別増減差額(10)=(8)-(9) 257,580 311,421 △53,841

12,448△643 △13,091当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額(12) 37,035 24,587 12,448

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)＋(12) 36,392 37,035 △643

基本金取崩額（１４） 0 0 0

その他の積立金取崩額（１５） 0 0 0

その他の積立金積立額（１６） 0 0 0

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 36,392 37,035 △643

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

本部拠点区分 事業活動計算書
(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第二号第四様式
（第二十三条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人　マリアの園福祉会



増減前年度末当年度末

負　債　の　部資　産　の　部

増減前年度末当年度末

流動資産 28,996,339 24,441,180 4,555,159

現金預金 14,601,616 5,511,570 9,090,046

事業未収金 9,112,400 5,172,920 3,939,480

未収補助金 5,266,923 13,756,690 △8,489,767

前払費用 15,400 15,400

流動負債 14,457,156 9,506,917 4,950,239

事業未払金 2,756,783 2,942,491 △185,708

その他の未払金 6,930,894 6,930,894

預り金 1,750 500 1,250

職員預り金 55,000 1,572,640 △1,517,640

賞与引当金 4,712,729 4,991,286 △278,557

固定資産 158,254,137 158,599,121 △344,984

 基本財産 10,000,000 10,000,000

定期預金 10,000,000 10,000,000

 その他の固定資産 148,254,137 148,599,121 △344,984

建物 5,272,643 5,630,199 △357,556

構築物 2,260,747 2,895,175 △634,428

機械及び装置 1,707,258 1,507,810 199,448

器具及び備品 367,913 165,937 201,976

ソフトウェア 245,576 245,576

人件費積立資産 19,800,000 19,800,000

備品等購入積立資産 10,600,000 10,600,000

施設整備積立資産 108,000,000 108,000,000

固定負債

負債の部合計 14,457,156 9,506,917 4,950,239

純　　　資　　　産　　　の　　　部

基本金 10,000,000 10,000,000

基本金 10,000,000 10,000,000

国庫補助金等特別積立金

その他の積立金 138,400,000 138,400,000

人件費積立金 19,800,000 19,800,000

備品等購入積立金 10,600,000 10,600,000

施設整備等積立金 108,000,000 108,000,000

次期繰越活動増減差額 24,393,320 25,133,384 △740,064

（うち当期活動増減差額） △740,064 11,539,145 △12,279,209

4,210,175183,040,301187,250,476

△740,064173,533,384172,793,320

4,210,175183,040,301187,250,476 負債及び純資産の部合計

純資産の部合計

資産の部合計

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

法人単位貸借対照表
令和7年3月31日現在

(単位：円)

第三号第一様式
（第二十七条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人　マリアの園福祉会



社会福祉事業区分 貸借対照表内訳表
令和7年3月31日現在

(単位：円)

第三号第三様式
（第二十七条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人　マリアの園福祉会

事業区分計内部取引消去合計本部船越保育所勘　定　科　目

28,996,33928,996,33936,39228,959,947流動資産

14,601,61614,601,61636,39214,565,224現金預金

9,112,4009,112,4009,112,400事業未収金

5,266,9235,266,9235,266,923未収補助金

15,40015,40015,400前払費用

158,254,137158,254,13710,000,000148,254,137固定資産

10,000,00010,000,00010,000,000 基本財産

10,000,00010,000,00010,000,000定期預金

148,254,137148,254,137148,254,137 その他の固定資産

5,272,6435,272,6435,272,643建物

2,260,7472,260,7472,260,747構築物

1,707,2581,707,2581,707,258機械及び装置

367,913367,913367,913器具及び備品

245,576245,576245,576ソフトウェア

19,800,00019,800,00019,800,000人件費積立資産

10,600,00010,600,00010,600,000備品等購入積立資産

108,000,000108,000,000108,000,000施設整備積立資産

187,250,476177,214,084資産の部合計 10,036,392 187,250,476 0

14,457,15614,457,15614,457,156流動負債

2,756,7832,756,7832,756,783事業未払金

6,930,8946,930,8946,930,894その他の未払金

1,7501,7501,750預り金

55,00055,00055,000職員預り金

4,712,7294,712,7294,712,729賞与引当金

固定負債

14,457,15614,457,156負債の部合計 0 14,457,156 0

10,000,00010,000,00010,000,000基本金

10,000,00010,000,00010,000,000基本金

国庫補助金等特別積立金

138,400,000138,400,000138,400,000その他の積立金

19,800,00019,800,00019,800,000人件費積立金

10,600,00010,600,00010,600,000備品等購入積立金

108,000,000108,000,000108,000,000施設整備等積立金

24,393,32024,393,32036,39224,356,928次期繰越活動増減差額

△740,064△740,064△643△739,421（うち当期活動増減差額）

172,793,320162,756,928純資産の部合計 10,036,392 172,793,320 0

0 187,250,476負債及び純資産の部合計 177,214,084 10,036,392 187,250,476

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。



１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
  ･満期保有目的の債券等-償却原価法(定額法)
  ･上記以外の有価証券で時価のあるもの-決算日の市場価格に基づく時価法
(2)固定資産の減価償却の方法
  ･建物並びに器具及び備品-定額法
  ･ﾘｰｽ資産
   所有権移転ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による｡
   所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
    ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法による｡
(3)引当金の計上基準
  ･退職給付引当金･･･該当なし
  ･賞与引当金･･･従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度による｡

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

   当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている｡
(1)法人全体の計算書類(会計基準省令第一号第一様式､第二号第一様式､第三号第一様式
(2)事業区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式､第二号第三様式､第三号第三様式)
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第四様式､第二号第四様式､第三号第四様式)
(4)各拠点区分におけるｻｰﾋﾞｽ区分の内容
  ｱ 船越保育所(社会福祉事業)
  ｲ 本部(社会福祉事業)

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

(基)定期預金 10,000,00010,000,000

合　　計 10,000,0000010,000,000

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

８．担保に供している資産

該当なし

計算書類に対する注記(法人全体用)
別紙１



９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

建物 5,272,6432,367,6897,640,332

構築物 2,260,7475,333,2087,593,955

機械及び装置 1,707,258813,0422,520,300

器具及び備品 367,9138,042,9278,410,840

合　　計 9,608,56116,556,86626,165,427

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

      （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

事業未収金 9,112,4009,112,400

未収補助金 5,266,9235,266,923

合　　計 14,379,323014,379,323

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

      純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

別紙１



増減前年度末当年度末

負　債　の　部資　産　の　部

増減前年度末当年度末

流動資産 28,959,947 24,404,145 4,555,802

現金預金 14,565,224 5,474,535 9,090,689

事業未収金 9,112,400 5,172,920 3,939,480

未収補助金 5,266,923 13,756,690 △8,489,767

前払費用 15,400 15,400

流動負債 14,457,156 9,506,917 4,950,239

事業未払金 2,756,783 2,942,491 △185,708

その他の未払金 6,930,894 6,930,894

預り金 1,750 500 1,250

職員預り金 55,000 1,572,640 △1,517,640

賞与引当金 4,712,729 4,991,286 △278,557

固定資産 148,254,137 148,599,121 △344,984

 基本財産

 その他の固定資産 148,254,137 148,599,121 △344,984

建物 5,272,643 5,630,199 △357,556

構築物 2,260,747 2,895,175 △634,428

機械及び装置 1,707,258 1,507,810 199,448

器具及び備品 367,913 165,937 201,976

ソフトウェア 245,576 245,576

人件費積立資産 19,800,000 19,800,000

備品等購入積立資産 10,600,000 10,600,000

施設整備積立資産 108,000,000 108,000,000

固定負債

負債の部合計 14,457,156 9,506,917 4,950,239

純　　　資　　　産　　　の　　　部

基本金

国庫補助金等特別積立金

その他の積立金 138,400,000 138,400,000

人件費積立金 19,800,000 19,800,000

備品等購入積立金 10,600,000 10,600,000

施設整備等積立金 108,000,000 108,000,000

次期繰越活動増減差額 24,356,928 25,096,349 △739,421

（うち当期活動増減差額） △739,421 11,526,697 △12,266,118

4,210,818173,003,266177,214,084

△739,421163,496,349162,756,928

4,210,818173,003,266177,214,084 負債及び純資産の部合計

純資産の部合計

資産の部合計

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

船越保育所拠点区分 貸借対照表
令和7年3月31日現在

(単位：円)

第三号第四様式
（第二十七条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人　マリアの園福祉会



１．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
  ･満期保有目的の債券等-償却原価法(定額法)
  ･上記以外の有価証券で時価のあるもの-決算日の市場価格に基づく時価法
(2)固定資産の減価償却の方法
  ･建物並びに器具及び備品-定額法
  ･ﾘｰｽ資産
   所有権移転ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による｡
   所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
    ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法による｡
(3)引当金の計上基準
  ･退職給付引当金･･･該当なし
  ･賞与引当金･･･従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度による｡

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

 当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている｡
(1)船越保育所計算書類
  (会計基準省令第一号第四様式､第二号第四様式､第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))
   当拠点区分はｻｰﾋﾞｽ区分が1つであるため作成していない｡
(3)拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))
   当拠点区分はｻｰﾋﾞｽ区分が1つであるため作成していない｡

５．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

建物 5,272,6432,367,6897,640,332

構築物 2,260,7475,333,2087,593,955

機械及び装置 1,707,258813,0422,520,300

器具及び備品 367,9138,042,9278,410,840

合　　計 9,608,56116,556,86626,165,427

計算書類に対する注記(船越保育所拠点区分用)
別紙２



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

事業未収金 9,112,4009,112,400

未収補助金 5,266,9235,266,923

合　　計 14,379,323014,379,323

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

      純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

別紙２



増減前年度末当年度末

負　債　の　部資　産　の　部

増減前年度末当年度末

流動資産 36,392 37,035 △643

現金預金 36,392 37,035 △643

流動負債

固定資産 10,000,000 10,000,000

 基本財産 10,000,000 10,000,000

定期預金 10,000,000 10,000,000

 その他の固定資産

固定負債

負債の部合計 0 0 0

純　　　資　　　産　　　の　　　部

基本金 10,000,000 10,000,000

基本金 10,000,000 10,000,000

国庫補助金等特別積立金

その他の積立金

次期繰越活動増減差額 36,392 37,035 △643

（うち当期活動増減差額） △643 12,448 △13,091

△64310,037,03510,036,392

△64310,037,03510,036,392

△64310,037,03510,036,392 負債及び純資産の部合計

純資産の部合計

資産の部合計

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

本部拠点区分 貸借対照表
令和7年3月31日現在

(単位：円)

第三号第四様式
（第二十七条第四項関係）

  法  人  名  : 社会福祉法人　マリアの園福祉会



１．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
  ･満期保有目的の債券等-償却原価法(定額法)
  ･上記以外の有価証券で時価のあるもの-決算日の市場価格に基づく時価法
(2)固定資産の減価償却の方法
  ･建物並びに器具及び備品-定額法
  ･ﾘｰｽ資産
   所有権移転ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による｡
   所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
    ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法による｡

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

該当なし

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

 当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている｡
(1)本部計算書類
  (会計基準省令第一号第四様式､第二号第四様式､第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))
   当拠点区分はｻｰﾋﾞｽ区分が1つであるため作成していない｡
(3)拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))
   当拠点区分はｻｰﾋﾞｽ区分が1つであるため作成していない｡

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

(基)定期預金 10,000,00010,000,000

合　　計 10,000,0000010,000,000

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

計算書類に対する注記(本部拠点区分用)
別紙２



１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

      純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

別紙２


